
1

調査の概要

３．調査時期 平成２２年２月８日～２月１０日

１．調査方法

インターネット調査

インターネット調査会社のモニター８９万件に対して調査対象の要件確認を行い（２/２～２/７）、これに応じた１５万件のうち今後５年以内に、具体的な住宅
取得に伴い、民間住宅ローンを利用予定の方１，４００件に、インターネットによるアンケート調査（２/８～２/１０）を実施し、先着順に回答があった民間住宅
ローン利用予定者１，０１９件を調査対象とした。

４．調査項目 住宅取得に向けた行動や利用予定の住宅ローンの金利タイプなどに関する事項

２．調査対象

民間住宅ローン利用予定者 ｎ＝１０１９

・今後５年以内に具体的な住宅取得予定に伴い民間住宅ローンを利用予定の方

・居住用の新規の民間住宅ローン（除く：借換え、リフォーム、土地のみの融資、アパートや投資用のローン）
・全国の２０歳以上６０歳未満までの方（除く：学生、無職）

平成21年度 民間住宅ローン利用者の実態調査
【民間住宅ローン利用予定者編】（第３回）

平成２２年３月２６日
独立行政法人 住宅金融支援機構 住宅総合調査室
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１．希望する住宅ローンの金利タイプ

ローン金利の水準が低い「変動型」の希望は、前回調査の２４．２％から２５．７％に増加。

一方で、「全期間固定型」の希望は、前回調査と変わらず３９．２％を維持している。
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２．世帯年収別の金利タイプ

世帯年収「400万円以下」「600万円以下」「1,000万円以下」で、それぞれ「全期間固定型」の希望が増加。
一方、「1,000万円以下」「1,500万円以下」「1,500万円超」では、「変動型」の割合が大きく増加している。
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住宅ローン利用予定者の５６．９％（=580件/1019件）を占める３０歳代で、「全期間固定型」の割合が前回
調査の３７．９％から４１．７％に増加している。

３．年齢別の金利タイプ

年齢別金利タイプ＜住宅ローン利用予定者＞
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４．今後の住宅ローン金利見通し（年齢別）

今後の住宅ローン金利が「現状よりも上昇する」との回答が、利用者全体の４割を超えているが、回答割合は
前回調査の４４．４％から４１．７％に減少。特に、２０歳代の減少（４８．３％→４０．８％）が目立つ。
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今後の金利見通し（年齢別）＜住宅ローン利用予定者＞

全　体

20歳代

50歳代

40歳代

30歳代



6

５．今後の住宅ローン金利見通し（金利タイプ別）

全ての金利タイプにおいて、「現状よりも上昇する」との回答割合が、前回調査に比べて減少している。

特に変動型利用予定者では、 「現状よりも上昇する」との回答割合が、３４．４％と低くなっており、「金利変動が

あってもそれ程影響がない、ほとんど変わらない」といった回答が５割を超えて（５５．３％）いる。
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６．住宅取得に踏み切れない理由

住宅取得を予定しているものの、住宅取得に踏み切れない理由として、「気に入った物件、条件に合う物件がない

から」が３５．２％と最多であり、物件選択に悩んでいる様子がうかがわれる。
また、「景気低迷による収入減少」が３４．４％、 「雇用不安による将来の収入や生活への不安」が２９．８％、「景気

など先行き不透明感から今はお金を使いたくない」が２１．９％と続いているが、前回調査に比べて改善している。
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気に入った物件、条件に合う物件がないから（※）

景気低迷によって収入が減ったから

雇用不安があり、
将来の収入や生活に不安があるから

景気など先行き不透明感があり、
今はお金を使いたくないから

もう少し待てば、住宅価格は更に下がると思うから

将来、住宅価格が値下がりする可能性があるから

株価低迷などで、頭金が用意できなくなったから

なんとなく

家賃支払いの方が経済的に有利と考えるから

結婚など世帯形成の予定がなく、
住宅取得の必要性に迫られていないから

その他

今回調査（22年2月） n=1019

前回調査（21年10月） n=1014

住宅取得に踏み切れない理由は何ですか？＜複数回答可＞

※　今回追加した選択肢

％
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７．住宅取得に踏み切れない理由（年齢別）

住宅ローン利用予定者の５６．９％を占める３０歳代では、「気に入った物件、条件に合う物件がないから」との割合

が最も高い。一方、２０歳代、４０歳代、５０歳代では、「景気低迷による収入減少」を理由に挙げる割合が最も高い。
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景気など先行き不透明感があり、
今はお金を使いたくないから

もう少し待てば、住宅価格は更に下がると思うから

将来、住宅価格が値下がりする可能性があるから

株価低迷などで、頭金が用意できなくなったから

なんとなく

家賃支払いの方が経済的に有利と考えるから

結婚など世帯形成の予定がなく、
住宅取得の必要性に迫られていないから

その他

20歳代 n=196

30歳代 n=580

40歳代 n=190

50歳代 n=53

住宅取得に踏み切れない理由は何ですか？（年齢別）＜複数回答可＞

％

n=1019
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８．贈与税の非課税枠拡大の住宅取得計画への影響

贈与税の非課税枠拡大※について、４１．８％が「影響あり」と回答しており、そのうち「平成２２年中に住宅取得する」

は４５．５％、「平成２３年までに住宅取得する」は４５．３％であった。

贈与税の非課税枠拡大は
住宅取得計画に影響がありますか？

58.2％ 41.8％

はいいいえ

n=1019

45.5

45.3

0 10 20 30 40 50

非課税枠1，500万円が適用される
平成22年中に住宅を取得する

非課税枠1，000万円が適用される
平成23年までに住宅を取得する

％

贈与税の非課税枠拡大が住宅取得計画に与える影響
＜複数回答可＞ n=426

※贈与税の非課税枠拡大：平成22年度税制改正による住宅取得のための金銭贈与の非課税枠の拡大
   従前500万円→平成22年中1,500万円、平成23年中1,000万円
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９．住宅版エコポイント実施の住宅取得計画への影響

住宅版エコポイント※の実施について、４２．４％が「影響あり」と回答しており、そのうち「適用期間内に住宅を新築
（購入）する」は６６．９％、「省エネ工事のグレードアップを検討する」は４４．２％であった。

住宅版エコポイントの実施は
住宅取得計画に影響がありますか？

57.6％ 42.4％

はいいいえ

n=1019

66.9

44.2

0 20 40 60 80

エコポイントが取得できる期間内
に、エコ住宅を新築（購入）する

エコ住宅の対象となるよう省エネ
工事のグレードアップを検討する

％

住宅版エコポイントの実施が住宅取得計画に与える影響
＜複数回答可＞ n=432

※住宅版エコポイント：「明日の安心と成長のための緊急経済対策」に盛り込まれた制度で、平成22年12月までの間に、
　エコ住宅の新築に着手した場合、30万ポイントのエコポイントが付与される。（エコリフォームの場合も、最大30万ポイント）
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10．フラット35Ｓ（住宅金融支援機構の優良住宅取得支援制度）の金利引下げ幅拡大の影響

フラット35Ｓの金利引下げ幅の拡大※について、全期間固定型住宅ローン利用予定者の５４．６％が「影響あり」と

回答しており、そのうち「フラット35Ｓを利用する」は５７．３％、「省エネ工事等のグレードアップを検討する」は４３．６％

であった。

フラット35Ｓにおける金利引下げ幅の拡大は
住宅取得計画に影響がありますか？

45.4％ 54.6％

はいいいえ

全期間固定型住宅ローン利用予定者　n=399

57.3

43.6

0 20 40 60 80

フラット35Sを利用する

フラット35Sの対象となるよう
省エネ工事等のグレードアップを

検討する

％

フラット35Ｓにおける金利引下げ幅の拡大が
住宅取得計画に与える影響　＜複数回答可＞ n=218

※フラット35Ｓの金利引下げ幅の拡大：「明日の安心と成長のための緊急経済対策」に盛り込まれた制度で、「フラット35Ｓ」（住宅金融支援
　機構の優良住宅取得支援制度）を、平成22年12月までに申し込んだ場合、当初10年間の金利引下げ幅が、0.3％から1％に拡大される。
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【参考】 回答者の基本属性

注： 首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

東海圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
その他：首都圏、東海圏、近畿圏以外

【住宅ローン利用予定者】　ｎ＝１０１９
ｻﾝﾌﾟﾙ数 構成比%

20歳代 196 19.2
30歳代 580 56.9
40歳代 190 18.6
50歳代 53 5.2

400万円以下 153 15.0
600万円以下 395 38.8
800万円以下 233 22.9
1000万円以下 141 13.8
1500万円以下 78 7.7
1500万円超 19 1.9

首都圏 409 40.1
東海圏 145 14.2
近畿圏 162 15.9
その他 303 29.7

注文新築 525 51.5
うち敷地同時取得 239 45.5

注文建替え 44 4.3
新築建売 57 5.6

新築ﾏﾝｼｮﾝ 223 21.9
中古戸建 83 8.1

中古ﾏﾝｼｮﾝ 87 8.5
全期間固定型 399 39.2

固定期間選択型 358 35.1
変動型 262 25.7

住宅の種類

金利タイプ

項　目

年齢

世帯年収

地域


